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1.はじめに

2007年に発行された気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の第4次矧面報告書は、地球の気候システムの

温暖化には疑う余地はなく、その原因は人為起源の温室効果ガスである可能性がかなり高いと発表した。そ

の人為的温室効果ガスの排出量の約80%もの量をCO2が占めており、CO2を排出する主な産業の1っとして、

セメント産業を挙げることができる。セメント産業では製品を製造する過程で多くのエネルギーを消費する

ことから、化石燃料由来のCO2を多く排出する。それと同時に、原料である石灰石の熱分解により CO2を排

出し、 2003年には全世界で約 1，600MtC02にも及ぶCO2がセメント産業から排出され、この値は全CO2排出

量の約5%に相当する。セメント産業からのCO2排出量削減対策を考える上で、将来のセメント生産量を推

計することが重要である。本研究では、社会経済活動と、セメント需要を牽引してきた社会インフラ、生産

資本などの財ストック整備の関係を明らかにする。そして、財ストック整備に伴うセメント需要量と、その

生産に伴う CO2排出量の推計を行う。

2.研究の手法

2.1概要

本研究では、社会経済指標と、セメントを含む建築物、

土木構造物などの耐久財のストック量との関わりを明ら

かにし、これらの財のストックの変化量からセメント需

要量を推計する。また、セメント需要量からセメント生

産量を算出し、その生産に伴う CO2排出量も推計する。

モデルの概要を図 1に示す。マクロ経済指標や人口・世

帯数から、建築物と土オ楕造物のストック量を求める。

建築物についてはさらに、住宅と業務用建築物に分類す

る。建築部門のストック量は延べ床面積(m2)で推計し、

土木部門は一人当たりセメントストック量(t)で推計する。

全世界を35地域に区分し、 1980年から 2030年を対象期

間とした。

2.2手法

本節で、はモデルの式体系について示す。建築物の推計に

ついて使用する変数とパラメータは表1、表2を使用する。

ここでサフィックスrは地域を、 tは年の別を表す。

住宅戸数は世帯数に世帯数あたりの住宅戸数の比率を乗

じて算出する(式1)0住宅戸数と世帯数のデータはGMID

を使用するlL住宅延床面積は住宅戸数に一戸あたりの平
均床面積を乗じて算出する(式2)。一戸あたりの平均床面積

のデータは住宅・土地統計調査やBRIT釧 NICAなどから

得る 2)み.4)。住宅新規建設床面積はストック量と、減耗量を

図 1 モデルの概要

表 1 モデルで使用した変数
変数 定義

HOUr.t 世帯数

DFUr.t 一戸あたり延床面積

DWLμ 住宅戸数

DWFr.t 住宅延床面積

DFAr.t 住宅新規建設床面積

BFUr.t 就業者一人あたり業務延床面積

BLFr.t 業務延床面積

BFAr.t 業務新規建設延床面積

L4B23 3tt 第2・3次就業者数

BLD_CEMr.t 新規建築セメント需要量

CVSCEAιCAPr.t 一人あたり土木セメントストック量
CVSCEMr，t 土木セメントストック量

CVL_CEMr，t 新規土木セメント需要量

DCEMr，t セメント需要量

PCEMr.t セメント生産量

EC02 C02排出量
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差し引いた前年のストック量との差により算出する(式3)。建築物

や土オ楕造物の減耗率は醍醐ら仰のの値を用いるの。第2・3次

の就業者数に、就業者一人あたりの床面積を掛けたものが、業務

延べ床面積となる(式4)。第2・3次の就業者数はWorldDevelopment 

Indica:加arから、就業者一人あたりの床面積は固定資産の価値等の

概要調書から得た値を世界に用いるの。業務新規建設床面積はス

表 2 モデルで使用したパラメータ

変数 定義

ho bldr.t 

h中仁bldr，

住宅比率

建築物減耗率

dSr.t."DW" 住宅物質密度

dSr，t，"BL" 業務建築物物質密度

トック量と、減耗量を差し引いた前年のストック量との差により δ 
fclc 原料由来の排出原単位

土木構造物減耗率

算出する(式5)。住宅新規建設床面積と業務新規建設床面積にそれ

ぞれの物質密度主単位床面積当たりのセメント投入量)を乗じたものの和が悲調建築セメント需要量となる。

物質密度は建設資材・労働力需要実態調査の値を世界に用いる η。ここでサフィックスDWは住宅を表し、

BL は業務を表す(式6)0土木構造物のセメント需要量については、日本において、一人あたり土木セメント

ストック量を一人あたり GDPを説明変数とする回帰式にて表し、世界各地域に適用することとする(式丸

一人あたりセメントストック量に各地域の人口を乗じて、各国の土木セメントストック量とする(式8)。新規

土木セメント需要量は、ストック量と減耗量を差し引いた前年のストック量との差により算出する(式9)0新

規建築セメント需要量と新規土木セメント需要量の和を各地域のセメント需要量とする(式10)。ここで、世

界のセメント生産量を網羅したCEMBUREAUの値を用いて、モデルで使用したパラメータの調整を行うめ。

セメント生産量は輸出入を0と仮定し、セメント需要量とセメント生産量は等しいとする(式11)0セメント

生産量に、 IPCCの原料由来の排出原単位を乗じて、原料由来のCO2排出量とする吟償問。

DWLr， 1 = ho _ bldr， 1 • HOUr， 1 (式1)DW;凡 =DFUυ ・D庇 υ(式2)

(DWF . +D~'F ¥ 
DF42=DWξ，一(1-hdpl _ bldr.J'l ~"Å r，l-l ~ ~"Å r， 1 J (式3) BL凡=BFUr.， • LAB:.~ (式4)

(B'LF . +BLF ¥ 
BFAr.， = BL凡 -(1-hdpl_bldr" )'l ~~~ r，l-l 2' ~~~ r，l J (式5)

BLD_CEMげ =dSr，t."D 

log( CVSCEM_ CA~，，) = C' +α.log( GDP _ PO~.t) (式ηcyscEMrJ=cmcEKCA凡 .PO仁(式8)

( CVSCEM _ + CVSCE'M¥ 
C陀_CEM

r
.， = CVSCEMr.，一(1一δ)'l-. ------r，l-l 2 -. ----.-r，l J (式9)

DCEMr，t = BLD _ CEMr，t + CVL_CEMr" (式10)

PCEMr，t = DCEMr，t (式11)EC02 = efclc . PCEMr.t (式12)

3.結果

セメントストック量の世界の地域別の推計結果を図2に示す。中国のセメントストック量の伸びが大きく、

2030年におけるその量は約140億トンと推計された。世界全体では約460億トンで、 2005年の約2.5倍とな

った。ここで、図3は一人当たりのセメントストック量に換算した結果であり、シンガポールや韓国などの
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比較的に国土面積の小さいアジアの新興国の値が大きく、一人当たり約30トンとなった。一方、中国は一人

当たり約 10トンと一人当たりに換算すると、その値はインドやブ、ラジノレに比べれば大きいが、先進諸国の値

に比べると小さい。今後一人当たりセメント量の水準が日本や欧米の基準になるとすれば、さらなるセメン

ト需要が見込まれる。
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図 2セメントストック量 図 3一人あたりセメントストック量

次に各地域の需要量の推計結果を示す。図4から図7は各国の部門別のセメント需要量である。振興国で

ある中国とインドで土木部門を中心としたセメント需要量の急激な増加がみられる。アメリカでは建築部門、

土木部門ともに継続的に増加しているが、中国やインドと比較すると、増加の伸びが比較的緩やかである。

そして日本では需要量はほぼ一定であり、これは社会資本が飽和状態となりセメント需要の主なドライピン

グ、フォースが既存の社会インフラの維持補修にシフトしてきでいるからだと考えられる。建築物の中で、住

宅と業務の占める割合は、中国・インド・日本では住宅が約7割で業務が約3割である。アメリカは住宅が

約8割で業務が約2割となっている。
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図 5インドの部門別セメント需要量
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図 4中国の部門別セメント需要量
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図 7日本の部門別セメント需要量
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最後に、 COz排出量の推計結果を図8から図9により示す。セメント産業からの原料由来のCOz排出量は

2030年まで増加の一途をたどり、2005年と比較すると2030年のCOz排出量は約2倍にもなると推計された。

2030年での各国の内訳を見てみると 2030年では中国やインドに代表される新興国あるいは発展途上国の占

める割合が約8割と大きいことが推計された。
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図 8 COz排出量 図 9 各地域のCOz排出割合(2030年)

4.おわりに

本研究では、社会インフラとしてストックされているセメントのストック量を明らかにし、将来のセメン

トストック量からセメント需要量を建築物と土オ構造物の部門別に推計した。その結果、中国やインドを筆

頭に新興国や発展途上国の需要の増加が顕著であることが示された。また、部門別の需要量は中国では土木

構造物に投入されるセメント量が圧倒的に大きく、先進諸国ではほぼ同量もしくは、建築部門に投入される

セメント量が多い地域も見受けられた。将来のセメント産業からのCOz排出量の削減を考える上で、新興国

及び発展途上国について考慮することが重要である。
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